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共同研究報告
1．研究の概要
1.1　問題意識
　2014 年 11 月、創立 25 周年を迎えた多摩大学は、“多摩の「健康まちづくり産業」を構想す
る”と題して創立記念シンポジウムを開催し、新しい研究・教育のドメインとして「健康まち
づくり産業」というテーマを掲げた。この構想を追求していくうえでの可能性や課題を、有識
者の講演、既存の取り組みや研究成果の発表、関係者によるディスカッションを通じて検討し
た。そのなかで「健康まちづくり」とは、多様な世代が多様な条件下であっても、それぞれの
多様な健康に関する価値観に基づく幸せを追求できる地域の実現を目指すものであり、このよ
うな主観的な健康感を生み出すためには、地域による下支え（医療、福祉、食、住環境、交通、
教育、エンターテイメント等の事業の連携）が必要であることが参加者で合意された。「健康
まちづくり産業」とは、このような多様な健康価値を創造するために、地域の健康資源を活用
して事業を営む、行政、企業、NPO 等を、業界を超えて同じ「種」としてとらえて、人口減
少社会における新しい産業・仕事として構想した新しいコンセプトである。
　この「健康まちづくり産業」を提言だけで終わらせず、実態として実現させるためにはどう
したらよいかというのが本研究の問題意識である。
1.2　目的と方法
　「健康まちづくり産業」という新しい構想を、大学が中心となって実現するためにはどうし
たらよいか。その方法論を明らかにするのが本研究の目的である。特に研究と教育という大学
の役割を通じて実現することが可能かどうかを模索していく。この研究成果は多摩地域におけ
る新産業の立ち上げという成果に直結するだけでなく、他地域における新産業構想の方法論と
して応用できる可能性がある。
　研究方法としては、多摩地域における「健康」に関するいくつかの新事業や新商品の開発に
関する研究プロジェクトのプロセスや成果を調査することで、そこに見出す共通のメカニズム
の発見から方法論として一般化できるものを検討していく。産業の構想・実現には長い時間が
かかる。今回は、2 つの研究プロジェクトの運営を通じて得た知見から、新産業構想の方法論
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に関する仮説を呈示する。2 つの研究プロジェクトとは、前述のシンポジウムをきっかけに生
まれた多摩市、株式会社ファンケルヘルスサイエンスとの共同研究、株式会社エムールと多摩
大学酒井麻衣子ゼミで実施した共同調査である。本稿では特に前者のプロジェクトを中心に述
べる。
2．少子高齢化における多摩市の健幸に関する調査研究
2.1　研究プロジェクトの概要
　本プロジェクトは、多摩市、株式会社ファンケルヘルスサイエンス、多摩大学による産官学
連携の研究プロジェクトである。多摩市民の健康に関する意識や行動の実態を把握することで、
課題を導出して、健康づくり施策立案へ資するとともに、産官学による新たな生活習慣病予防
サービス及び健康管理サービスの需要を検証する。特に「主観的な健康感を生み出すプロセス
とメカニズムの解明」、「健康づくり参加への動機づけの方法」、「健康づくり継続への支援のあ
り方」を明らかにしていく。研究期間は 2015 年度から 2017 年度までの 3 年としている。
　1 年目から 2 年目の前半は、多摩市民（シニア・若年層）に対する健康実態調査を行い、健
康に関する課題・ニーズを検証するとともに、健康づくりへの参加と継続のメカニズムを明ら
かにするための基礎的な研究を行う。2 年目の後半からは多摩大学の教職員と多摩市の職員を
対象に試行している「ファンケル健康増進プログラム」の効果検証を行い、3 年目に多摩市民
向けの新たな健康づくりプログラムのモデルをつくり試行し、その検証を行う。
2.2　研究プロジェクト設立の背景
　本プロジェクトの実現には 3 者それぞれの背景がある。多摩大学は、「健康まちづくり産業」
を新しい研究ドメインとして設定したことが理由であるが、多摩市と株式会社ファンケルヘル
スサイエンスはどうであろうか。
　多摩市では、2006 年 3 月に「けんこう多摩手箱プラン（多摩市版健康日本 21）」、2013 年 8
月に第 2 次多摩市食育推進計画を策定し、産学官民協働による健康増進事業に取り組んできた。
2015 年度からは、健幸都市（スマートウェルネスシティー）多摩の実現を掲げ、「身体面での
健康だけでなく、それぞれに生きがいを感じ、安全・安心に暮らすことができ、子育て中であっ
ても、障害があっても、子どもから高齢者まで、誰もが幸せを実感できるまち」を目指している。
まさに「健康まちづくり産業」の構想に近い発想だといえる。また、2016 年 7 月に設立された「大
いなる多摩学会」の設立総会で配布された本プロジェクトの報告書のなかで、これまでの取り
組みが健康に一定の関心や意識がある層へのアプローチが中心であり、問題意識があっても行
動できない層や若い人へのアプローチが不足していて、これを実現するためには市民とのパー
トナーシップと企業や大学との連携が必要だとまとめている。
　一方、株式会社ファンケルヘルスサイエンスは、「お客様の健康を一生涯サポートする日本
一の健康サポート企業を目指す」を合言葉に、「Good Aging」（心身ともにより良い状態が続
く事）を実現し、日本国民の健康寿命を延伸する事を事業の目標としている。特に生活習慣の
乱れにより疾病の初期症状が少しずつ顕在化しつつある中高年層にフォーカスし、予防医療事
業を展開している。2016 年 4 月からは、法人向けの新サービスとして「ファンケル健康増進
プログラム」を開始した。同報告書では、このプログラムの要素で多摩市の健幸都市実現の一
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端を担いたいと記している。同社にとっては新商品であるプログラムを試行し、その効果を検
証するとともに、自治体や大学との共同研究を行うこと自体に広報上の価値があったと推測さ
れる。
　2者とも、人口減少、少子化、高齢化という大きな社会の変化のなかで、顕在化してくる「健
康」の課題を、多摩市は今後の重要な政策的な課題としてとらえ、株式会社ファンケルヘルス
サイエンスは、ビジネスチャンスとしてとらえている。そして、産官学の連携に対する期待と
価値を感じている。
2.3　研究プロジェクトのプロセス
　このように、「健康まちづくり産業」の構想に含まれる健康に対する問題意識、多様なプレ
イヤーによる協働という要素が、3 者を結び付け、本プロジェクトが成立する前提条件になっ
ている。次に成立から本プロジェクトを推進していくエネルギーとなっているものは何であろ
うか。
　1 年目の活動の中心は、多摩市民の健康実態調査を行うことで、対象はシニア層と若年者層
である。多摩市が毎年実施している、地域のコミュニティセンターのお祭りにおける骨密度測
定イベント来場者を対象に行った。その際、地域における市民の自発的な健康づくり活動を推
進する「健康づくり推進員」の全面的な協力を得た。
　今回のイベントでは、骨密度測定だけでなく、株式会社ファンケルヘルスサイエンスの「血
管年齢測定」というイベントも同時に開催し、多摩市の健康づくり事業としても民間企業との
連携した試みとなっている。骨密度測定の結果が「〜％」という表示になるのに対し、血管年
齢は、実年齢と比較して、血管年齢が何歳かという結果が出る。実年齢よりも上か下かで一喜
一憂することになり、非常に盛り上がり、参加者にも好評だった。このようなイベントを実施
するついでに、本プロジェクトの主旨を説明し、アンケートを聴取した。結果的に 2015 年 8
月から11月の4か月で1029サンプルを収集することができた。さらには大学側の分析により、
が、これまで実施してきた骨密度測定結果よりも、生活習慣との関係が強いという結果が統計
的にも検証できた。この小さな成果は本プロジェクト推進の大きな糧となった。
　多摩市の事業で、民間の新しいプログラムを導入し、同時に調査を行う試みは、先に述べた
3 者のそれぞれが求める個別成果を実現している。多摩市は民間の新しいプログラムを事業に
とりこめ、株式会社ファンケルヘルスサイエンスは、自社プログラムの試行・広報ができて、
多摩大学は研究のためのデータを蓄積できる。しかも新プログラムの効果があるという調査結
果が導出されたことがさらに本プロジェクトの価値を 3者が実感できるものとなった。
　今回の調査は、3 者が持つそれぞれの資源を提供し、手弁当で実施することでコストを最大
限に抑えながら、地域という現場で直接市民と触れ合い、研究を実施したことは多摩市の健幸
の実現、「健康まちづくり産業」の実現というビジョンの価値を再認識するプロセスだったと
もいえる。
3．健康な「ねむりくらし」を商品化するための調査研究との比較
　2 つ目のプロジェクトは、株式会社エムールと酒井麻衣子ゼミと共同調査である。株式会社
エムールは、ネット通販を中心に主に寝具や家具を販売する企業で、快適な空間で生活するこ
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とで豊かな心と幸せを感じることができると信じ、商品開発と商品提供を行っている。「健康
まちづくり産業」のうち、睡眠という健康にとっても重要な要素となる領域をカバーする事業
だといえる。酒井麻衣子ゼミはマーケティングリサーチを中心に実践的な学習を行っており、
本プロジェクトもその一環として行われた。本調査では、多摩市のコミュニティセンター「ひ
じり館」で実際に「高座椅子」の使用体験をして、地域の高齢者の直接的な反応をもらったこ
とや、学生の素朴な問いや提案が株式会社エムールにとっては新しい事業展開へのヒントと
なった。生活者の生の声や素人（＝学生）による視点による提案によって、同社にとっては、「う
すうす気づいていたが客観的に確かめられなかったこと」が明らかにされたり、自分たちの「当
たり前」が覆されたりする経験ができた。ここでも、ゼミにおける企業と協働による学生の実
践的な学習実現と、企業においては、生活者とのふれあいの中での発見とリサーチコストの軽
減という個別成果が「健康まちづくり産業」というコンセプトに結びついた形で生まれている。
4．研究の成果とインプリケーション
　1 年目の調査を踏まえて『少子高齢化における多摩市の健幸に関する調査研究』は、多摩市
にとっては健康政策の推進、株式会社ファンケルヘルスサイエンスにとっては新商品開発への
寄与、多摩大学にとっては研究の中心的なプロジェクトとしてのブランディングなど 3者の個
別成果を生みながら、2 年目の研究へとつながっている。『健康な「ねむりくらし」を商品化
するための調査研究』も、第 1回目の成果によって第 2期研究の依頼が株式会社エムールから
あり 2016 年の秋からスタートする予定である。
　今回の 2つのプロジェクトの 1年間のプロセスからみえてきたのは、「健康まちづくり産業」
というコンセプトが個別成果の実現を包含していることがその推進の前提となっていること、
プロジェクトメンバーの資源や強みを活用することで、プロジェクトのコストを最大限削減し、
地域という生活者（＝顧客またはエンドユーザー）との触れ合いのなかで、彼らの課題やニー
ズを体感できることがプロジェクト継続のエンジンになっていることが見て取れた。
　今後も上記の仮説の精度を高めるために、プロジェクトを推進し、さらに検証できるプロジェ
クトを増やしていくことを今後の課題とする。
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